平成１９年度
第５３回自治大学校校友会総会
における椎川自治大学校長挨拶
日時　平成19年10月26日（金）

場所　明　 治　 記　 念　 館
自 治 大 学 校 校 友 会

　この機会をお借りして、皆さんに１つお願いをさせていただきたい、大変貴重な機会ですので、ぜひともご理解をいだたきたいと思ってお話をさせていただきます。卒業生なら、皆さんご理解をされていると思いますけれども、人材育成の大切さですね。そしてこの厳しい時代だからこそ、人材育成に力を入れなければいけないということでございますけれども、多くの自治体では研修の費用を削ったり、研修生の派遣を削ってみたり、いろいろなことをやっております。行革、定員削減ということを一生懸命やらなければいけない時代ではありますけれども、逆にそういうことをやる場合には、セットで職員の能力アップというものを打ち出さなければ、とても住民に説明がつかないというのが私の考えでありますし、多くの方はそのことはおわかりになっていると思います。
　今まで無駄な仕事をやっていたわけはありませんし、これから先も住民サービスの低下をしていいということはありませんので、１０％定員を削減すれば職員の能力を押しなべて１０％以上アップさせなければいけないわけです。少なくともそれを目標にして、人材育成をどうやっていくかということを考えていただかなければいけないというのが、私の考えでございます。多くの首長さんはこのことに関して既にお気づきになっていると思うわけですが、世の中、いろいろと理屈でわかっていることはたくさんあるわけですけれども、これが実行できるかどうかということが最大のポイントであり、そのことによって、この厳しい地域間競争の時代にあって、それぞれの地域が勝ち残れるかどうかということにつながっていくわけでございます。
　そういう観点から、今、私どもが中心となって取り組もうとしていることにつきまして、若干お話をいたしますので、ぜひ、それぞれの自治体の中で、あるいはお仲間同士で、それから卒業生の間でお話し合いをいただきまして、少しでも地方公務員の人材育成が前進をできるように、ご協力をいただきたいと思っております。

　自治大学校は、創立以来５４年の歴史を持っておりますけれど、その歴史と伝統の上に立って、新しい時代に即した、新しい価値の創造ということをやっていかなければ、徐々に存在価値が薄れていくわけでございまして、私どももそういうことに力一杯取り組んでいきたいと思っています。自治大学校というのは、既に皆さんおわかりのように、我々だけではなくて、外部講師の大変すばらしい先生方、研修生の皆さん方自身、卒業生の皆さん、そして派遣元の自治体、すべての方々の合作によっていいものになっていくと私は思っています。要するに研修生の皆さん方から、いろいろな意見、不満、要望がある。それを１つひとつ、できることからやっていくということは大変重要なことだし、外部講師の先生方の意見や、派遣元の自治体でどういう研修を望んでおられるかということも重要なことでございます。
　皆さん方は、去年卒業されまして、自治大学校で得たものは大変大きかったと思うんですけれど、それを自分だけのものにしないで、ぜひ自治体や地域のものにしていただく、あるいはこれから先、よりよい自治大学校の教育・研修システムにしていただくことに、ぜひともご協力をいただきたいと思っているわけでございます。

　人材育成の３本柱、順序が逆かもしれませんけれど、大きいほうから言いますと、まず第１点目は、大学院、大学、そして自治大学校、市町村アカデミー、国際文化研修所、こういった中央研修機関の研修の質を高めていく、あるいはサービスを向上していくことが、ぜひとも必要であると考えております。自治大学校においても、現在、改革・改善運動、サービス向上運動をやっております。例えば、鳥取県の前知事の片山善博慶応大学教授に１１月７日に来ていただいて特別講演、そしてこれを市民公開する予定にしています。来年１月２１日には、前三重県知事の北川正恭さんにやはり来ていただいて、そのときに研修所長会議、人事担当課長会議とあわせまして施設見学、体験聴講、あるいは研修生との交流ということもやっていただこうと思っております。

　個別の課程におきましても、「１課程１サービス向上」ということで、例えばことしの第１部・第２部特別課程には、キャリアウーマンの草分け的存在であります俵萠子先生に来ていただいて特別講演、そして懇親会もやっていただいたり、あるいは厚生労働省のキャリアで退職をされて、今、２１世紀職業財団におられる村上文専務に来ていただいてお話をして、卒業パーティにも参加をしていただいたり、あるいは高松市の副市長さんにもご講話をいただきました。後期の第１部課程からは、骨太方針の中におけるいろいろな国の改革方針、これを専門的にやってこられた方々、そして学識経験者の方それぞれにお話ししていただく予定にしています。例えば先ほど事務次官のお話にありました経済成長戦略とは何か、あるいは骨太方針の基本的な考え方は何かということを内閣府の審議官にお話をいただく。そして、この骨太方針のパーツであります社会保障改革、あるいは教育改革、それから公共事業の改革、それぞれ専門家の先生方に来ていただいて、公共事業改革については、特に国土交通省の審議官にお出でいただいてお話をいただくとか、１課程１サービス向上ということでいろいろ考えて、これまで以上に質の高いサービスをしていこうと思っております。
　これは無限のサービスであります。要するに、国費を相当投入して、皆さんから寮費や教材費として入校経費もいただいておりますけれども、この入校経費は一定額ですから、私たちがそういう努力をしていくことによって、サービスの質はいくらでも向上できるわけで、我々もそういったことに取り組んでいきたいと思っております。
　演習の指導教官につきましても、旧自治省の退職者で、まだ私ぐらいの年齢の方はたくさんお出でになります。５０代でまだまだ知識、経験豊富な方々に演習指導を行っていただくように「自治大ボランティア制度」というのも最近試行的に始めました。既に、今年は数人の方が、東大の客員教授をやっているような方も含めてお出でいただくようになっています。来年度は、「新時代・地域経営コース」という新しいコース、３週間で５０人程度のコースを設けまして、現在の地方分権改革の動向、あるいは先ほどお話がありました新しい地方財政健全化法の４指標のお話、それから公会計改革、市場化テスト、ＰＦＩとかいろいろな改革手法があるわけですね。住民協働もあります。そういういわゆるキワモノ的な改革手法について、集中的に勉強するコースも設けたい。あるいはその中で、地域活性化で成功している地域もたくさんあり、そこにはキーパーソンがいて、職員であるか民間の方であるかはわかりませんけれども、そういう人たちがいるわけですから、そういう方々に自治大学校に来てもらって、事例演習や講義をしてもらうというようなことも考えているわけです。このコースについては今までのコースから振りかえて受講生を派遣するのではなくて、ぜひ追加的に派遣をお願いしたいということを知事さんや市町村長さんにお願いしています。
　６ヶ月のコースというのは、きょうは第１部課程の方はお出でになりませんけれど、大変長くて、何もそこまで基礎科目をやる必要はないのではないかという意見と、逆にいっそのこと１年にしてもっと大学並みの、あるいは大学院並みの教育をやったらどうかという意見もございました。来年度からは政策研究大学院大学と連携をいたしまして、頑張り切れる人には自治大学校に１年間お出でいただいて、仲間もふやしていただきながら、政策研究大学院大学の修士課程を卒業していただくということを試行的にやってみようと思っているところでございます。

　第２点目は、地方自治体の人材育成の理念の再構築とシステムの拡充強化が是非とも必要だと思います。特に小さな市町村におきまして、県の研修所の言うとおり、あるいは県や、国の言うとおりということではなくて、やはり自分たちの地域にどういう人材が必要かということをきちんと見きわめて、そういう人材を育てるための研修システム、人材育成システムを構築していただく必要があるだろうと考えています。私どもは、この点についても、粘り強く知事さんや市町村長さんを始めとする自治体幹部の皆さん方に語りかけていきたいと思っています。１月に開催予定の人事課長・研修所長等会議において、毎年いろいろなお話をするわけでございますけれども、「１日自治大学校」というようなものも開催して、これは例えば西尾先生、神野先生、大森先生といった有名な大学の先生に基本的な地方分権改革などの講演をしていただいたうえで、自治大学校長、あるいは副校長から、今、私がお話をしているようなことを全部の市町村にお話をする。そして若手の教授から現在の個別分野の改革動向についてお話をさせていただく。さらに、人材育成システムのあり方について、パネルディスカッションなどで議論をするというようなことをやってみたいと考えています。これは福島県や和歌山県にお話をしましたら、ぜひやりましょうということになりまして、来年になると思いますけれど、試行的にやってみて、よければもう少し広めていきたいと思っています。
　そして第３点目は、何といっても一番大事なのは、地方公務員個人個人の学習意欲、学びたいという意欲をどうやって醸成するかということです。私のところに最近大変メールが来るようになりました。ぜひ、自治大学校に行きたいんだけれども、市長が許してくれるかどうかわからない、どうしたらよいでしょうかなどというメールも来るようになりました。地方公務員は３００万人いますから、学びたいという人は多いんですけれど、もっともっと個々人が自分の仕事、あるいは地域の活性化のためにどういうことを学びたいと思っているかということを明確にして、それを幹部職員がきちんと受けとめていくことが必要なのではないでしょうか。
　しかし、３００万人の地方公務員に個々に語りかけるのは難しいんですね。今、お話ししました２番目の柱の地方自治体に語りかけるというのは、市町村は数が多くて大変なんですけれど、お話ししたような手法で、何とかやっていけるのではないかと考えています。しかし、３００万人の地方公務員に個々に語りかけるのは、我々だけでは無理です。したがって、私は、この校友会のような活動が非常に重要だろう、そしてそれぞれの支部活動も重要だろうと思っているわけです。ぜひ支部活動を活性化していただいて、単に集まって思い出を語るだけではなくて、ぜひともそういうふうに活用していただけないか、それぞれがお考えいただいて活用できないものかと思います。校友会のメーリングリストというのがありまして、入っておられる方はたくさんお出でになると思うんですけれども、実は、現職の２万１，０００人の卒業生の中で、まだ数百人しか入っていただいておりません。もちろん、こういう手法が比較的新しくできたものですから、古い卒業生の方々はほとんど入っていただいてないんですね。
　しかし、我々のほうからも今私が話しているようなことや、それから今後の国の新しい動向など、ニュースをどんどん流していこうと思っています。最近、そういうニュースを流し始めたら非常にメーリングリストが活性化して、メーリングリスト上でいろいろな議論や情報交換がされてくるようになりました。もっともっと我々からも動機づけ、あるいは情報を提供して、そういう議論が活性化するようにしてきたいと思っていますので、ぜひとも支部などで、先輩の方、あるいは時々お集まりになったときに、メーリングリストに、もう既に幹部になられているような方でも、そういうことにご理解のある方には参加をしていただいて、とにかくメーリングリストへの投稿を読んでいただくだけでも随分違うのではないかと思っているわけです。校友会活動の重要性というものは、単にこうやって集まって懐かしいなぁというだけではなくて、これからの後輩たち、あるいは同僚を育てる、あるいはそういう人たちの学びの意欲というものを育てていくために、活用していただきたいと思っているわけでございます。

　以上のような点について、私は８月の全国総務部長会議で既に一部はお話をしていますし、最近は首長さん、それから総務部長、総務局長さん、あるいは人事課長、財政課長、税務課長、市町村課長さんなどに、直接書簡を差し上げて、顔見知りの方には自筆で一筆を書きまして、お手紙を差し上げてご理解をいただくように努めております。是非とも皆さん方にもご協力いただきたいと思っています。既に、首長さんに対する手紙についてもかなり反応がございます。やはり人間というのは、直接語りかけることが一番重要なので、会議の資料とか講演とかいうのもいいんですけれども、皆さん方の中でも、ぜひともそういうことについて、お仲間で、あるいは同僚、先輩、組織の中でお話し合いをいただくようにお願いをいたしまして、私のお話とさせていただきます。
今日は、本当にご苦労様でした。ありがとうございました。
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